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1. 	はじめに
　科学研究の成果であるデータや論文を公開し、国や
分野を超えた活用を促進するオープンサイエンス政
策が加速している。2021年 3月に閣議決定された
「第 6期科学技術・イノベーション基本計画」1）では、
オープンサイエンスとデータ駆動型研究の推進が打
ち出され、具体的な取組として、「データの共有・利
活用については、研究の現場において、高品質な研究
データが取得され、これら研究データの横断的検索を
可能にするプラットフォームの下で、自由な研究と多
様性を尊重しつつ、オープン・アンド・クローズ戦略
に基づいた研究データの管理・利活用を進める環境
を整備する。特にデータの信頼性が確保される仕組み

が不可欠となる」（p.59）等が明記されている。
　オープンサイエンスやデータ駆動型研究の適切か
つ効率的な推進に当たっては、現状を把握した上で、
根拠に基づく政策立案を行うことが重要であると考
えられる。科学技術・学術政策研究所（NISTEP）は、
2020 年 11月に日本の研究者を対象として、オー
プンサイエンスに関するウェブ質問紙調査を実施し
た2）。これは 2016 年と 2018 年に実施した調査3、4）
（以下、それぞれ「2016 年調査」、「2018 年調査」、
両者をまとめて「2016/2018 年調査」という）の後
続調査である。調査対象は、大学、企業、公的機関・
団体に所属する研究者や専門家、技術者等によって
構成される約 2,000 名の科学技術専門家ネットワー
クである。科学技術専門家ネットワークの構成員は

科学技術・学術政策研究所（NISTEP）は、日本の研究者によるデータと論文の公開状況や課題を明ら
かにするために、2016年、2018年に続き、2020年にウェブ質問紙調査を実施した。回答対象は様々
な分野・所属・職種・年齢で構成される約 2,000 名の科学技術専門家ネットワークであり、大学、企業、
公的機関・団体に所属する研究者 1,349 名から回答を得た（回答率 70.5%）。
現在、研究活動を行っている 1,268 名のうち、データについては 44.7%、論文については 80.1%が公
開経験を有していた。データの公開率は分野による差が大きく、最大の地球科学で 70.2%、最小の工学で
27.7%であった。また、データの提供経験については 71.2%の回答者が、公開データの入手経験につい
ては 69.7%の回答者が経験を有しており、分野別のデータの公開・共有・入手経験には有意な相関がみ
られた。“データ公開に必要な資源の充足度”は経年的にやや改善されていたものの全体的に低く、人材
については 78.5%が、時間については 72.8%が、資金については 71.8%が、「不足」又は「やや不足」
していると認識していた。データを公開することに対する懸念も依然として強く、引用せずに利用される
可能性を 89.8%が、先に論文を出版される可能性を 80.9%が「問題」又は「やや問題」であると認識し
ていた。助成機関等が要求するデータマネジメントプラン（DMP）の作成経験がある回答者は 20.8％で
あった。データ形式の変換等、研究データ管理（RDM）を図書館員やデータキュレーターに依頼したい
と考える回答者は 41.1%であった。
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に公開率が高く、工学（27.7%）、心理学（31.6%）、
社会科学・人文学（33.3%）は比較的低かった（図
表 2）。分野によって公開率に差がみられたのは、
2016/2018 年調査と同様であった。
　データと同様に、論文のOA率にも分野による差
がみられた。そこで、分野を単位としてデータと論
文のOA率について相関を調べたが、両者に有意な
相関はみられなかった（図表 3）。つまり、データ公
開率が高い（低い）分野は論文のOA率も高い（低
い）とはいえなかった。データと論文の公開率がいず
れも高かったのは地球科学と数学、いずれも低かった
のは工学、論文のOA率と比較してデータ公開率が
高かったのは計算機科学、逆にデータ公開率に対して
論文のOA率が高かったのは社会科学・人文学等で
あった。
　なお、データの提供（共有）経験は 71.2%の回答
者が有しており、分野別にみると地球科学（93.0%）

毎年一部入替えがあるため、パネル調査ではない点
に御留意いただきたい。
　本稿では、1,349名（回答率70.5%）による有効
回答のうち、現在研究活動を行っている1,268名の
回答を分析した結果から、(1) データと論文の公開状
況、(2) データ公開の障壁、(3) データ公開のインセ
ンティブ、(4) データマネジメントプラン（DMP）注1
の作成状況、(5) 研究データ管理（RDM）の依頼意思
について報告する。調査の詳細については、調査資料
として公開される報告書を参照いただきたい。

2. 	データと論文の公開状況
　2020年調査において研究のために収集・作成・
観測したデジタルデータ（以下、「データ」）を公開
した経験を有する回答者（以下、データ公開率）は
44.7%、論文のオープンアクセス（以下、「OA」）公
開経験がある回答者（以下、論文のOA率）は 80.1%
であった（図表 1，以下「n」は回答者数を示す）。デー
タ公開率は、2016年は 51.0%、2018年は 51.9%
であったため、減少傾向がみられた。減少した原因
を明らかにするために、3回の調査に共通する回答者
（267名）の回答を確認したところ 72名の回答に矛
盾がみられた。つまり、過去の調査では後述するデー
タ公開方法で「公開した経験がある」と考えていたも
のの、取り下げた回答者が一定数存在すると考えら
れる。また、2016/2018 年調査の時点と比較して、
2020年には「データ公開」や「オープンサイエンス」
に対する理解が深まり、より正確な回答が得られるよ
うになった結果、データ公開率が低下した可能性もあ
ると考えられる注2。一方、論文のOA率は、2016
年は 70.8%、2018年は 78.0%であり、増加傾向が
みられた。
　分野別にデータ公開率を集計すると、地球科学
（70.2%）、数学（69.2%）、生物科学（65.0%）の順

図表 1　データと論文の公開率（n=1,268）

図表 2　分野別データ公開率（2016/2018/2020 年）

図表 3　分野別データと論文の公開率（n=1,268）

注 1	 研究のために収集・作成するデータをどのように管理するか、取扱いや整備・保存・公開に関する計画を記した書類を指す。
注 2	 このほか、単純な回答ミスやアンケートシステムの変更による影響も考えられる。

※分野ごとの「n」及び肩付きの「%」はそれぞれ 2020 年調査
の値を示す。
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から心理学（57.9%）まで 35.1 ポイントの差がみら
れた。分野別のデータ提供経験はデータ公開経験と正
の相関がみられ、よくデータを提供している分野はよ
くデータを公開している、そして、よくデータを公開
している分野はよくデータを提供しているという傾
向がみられた。また、公開データの入手経験は 69.7%
の回答者が有しており、分野別にみると、計算機科学
（91.2%）から心理学（47.4%）まで 43.8 ポイント
の差がみられた。分野別のデータ入手経験はデータ公
開経験及びデータ提供経験と正の相関がみられ、よく
データを入手している分野は、同様によくデータを公
開している傾向や、よくデータを提供している傾向が
あることが明らかになった。
　データの公開方法を複数選択方式で尋ねた結
果、最も選択率が高かった項目は「論文の補足資料
（54.1%）」、次いで「個人や研究室のウェブサイト
（31.4%）」であった（図表 4）。2016年調査では「個
人や研究室のウェブサイト」の選択率が最も高かった
が、2018年調査で逆転し、2020年調査では論文補
足資料と研究室等ウェブサイトの間には 22.7 ポイ
ントの差がみられた。2020年に Hrynaszkiewicz 氏
らが北米と欧州の研究者を対象として実施した調査
においても、最もよく用いられているデータ共有の方
法は「論文の補足資料（67%）」であった5）。本調査
では、2016/2018 年調査と比較して「特定分野のリ
ポジトリ（29.1%）」の選択率が増加していた一方で、
「学術機関のリポジトリ（25.4%）」はやや減少してい
た。研究者にとって身近な存在であり、かつ、永続性
をもつ学術機関のリポジトリの整備が期待される。
　データの公開経験を有する回答者 567名を対象と
して、公開理由を複数選択方式で尋ねた。最も選択
率が高かったのは「論文を投稿した雑誌のポリシー

（投稿規定）だから（54.1%）」であった（図表 5）。
2020年の調査時点では、学術雑誌のデータ公開要求
に応じて補足資料によるデータ公開がよく行われて
いると考えられる。「オープンデータに貢献したいか
ら（17.5%）」と「分野・コミュニティの規範だから
（13.6%）」は、わずかながら経年的に増加していた。

3. 	データ公開の障壁
　データの公開の障壁を明らかにするために、データ
公開経験の有無にかかわらず、研究にデータを用い
る回答者全員を対象として、“論文などの成果を発表
済みの、最近の主要な研究 1件のために収集・作成・
観測したデータ（以下、「カレントデータ」）”を管理
し、公開することを想定させた上で注3、資源の充足
度や懸念の強さを尋ねた。まず、データ公開に関する
資源を 6項目挙げて、それぞれの充足度を「不十分」
から「十分」までの 4件法で尋ねた。結果を図表 6
に示す。
　人材、時間、資金は「不十分」とする回答者が過
半数であり、「十分」又は「ほぼ十分」とする回答者
は 15%未満であった。全体的に「わからない」とす
る回答者の比率も高く、特に公開用のリポジトリにつ
いては「わからない」とした回答者が 27.0%と、認
知度が高くないことがうかがえた。保存用ストレー
ジ、公開用のリポジトリ、研究中のストレージについ
ては、「不十分」又は「やや不十分」とした回答者が
50%を下回っており、2016/2018 年調査と比較し
て、やや不足感が低減している傾向がみられた。
　続いてデータを公開する場合の懸念について 8項
目を挙げて、「問題」から「問題ではない」までの 4

図表 4　データの公開方法
（複数回答：2016/2018/2020 年）

図表 5　データの公開理由（複数回答）

注3	研究によって扱うデータの量や種類が異なる場合があると予想されるため、カレントデータを公開することを想定して回答していた
だいた。
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件法で尋ねた。結果を図表 7に示す。
　全体的に懸念が強く、特に「引用せずに利用される
可能性」は「問題」と「やや問題」の合計が 89.8%
であった。次いで「公開したデータを使って自分よ
り先に論文を出版される可能性（同 80.9%）」、「二次
利用に関して責任が生じる可能性（同 78.2%）」、「不
正利用・改ざんの可能性（同 78.0%）」、「データの利
用権限や契約（同 76.6%）」の順に懸念が強かった。
「研究の誤りを発見される可能性（同 19.4%）」だけ
は懸念をもつ回答者が比較的少なく、2016/2018 年
調査と同様の傾向が確認された。
　研究者が懸念しているような問題が実際に起きて
いるのかどうかを明らかにするために、2018年調査
からデータの公開経験を有する回答者に自由記述で
尋ねた。本調査では、データ公開経験を有する回答者
567名のうち 33名（5.8%）が具体的な問題につい
て記述していた。内容を筆者らでカテゴライズした
ところ、最も多かった回答は 2018年調査と同様に、
公開したデータに対する「問い合わせ等への対応（6
名）」であった。次いで「誤用された（5名）」、「引用
せずに利用された（4名）」、「データの権利に関する
問題（4名）」の順であった。

4. 	データ公開のインセンティブ
　研究にデータを用いている回答者を対象として、
データ公開によって得られるインセンティブの重要
度を 4件法で尋ねた。最も重要であると考えられて
いたのは「データに紐づいた論文の引用（「重要」と
「やや重要」の合計 94.5%）」、次いで「データの引
用（論文と同様に、参考文献リストにデータ作成者や
データ名、識別子などを記載する）（同 93.0%）」で
あった（図表 8）。図表 7に示したように「引用され
ずに利用される可能性」は最も重要な懸念であったと
同時に、論文やデータを引用されることはデータ公開
のインセンティブとして重要視されていた。これは
2018年調査と同様の結果である。
　データを公開することによって、実際にどのよう
なインセンティブが得られているのかを明らかに
するために、2018 年調査からデータ公開経験を有
する回答者にインセンティブの内容について自由記
述方式で尋ねている。その結果、2020 年調査では
データ公開経験を有する回答者 567名のうち 130
名（22.9%）が具体的な事柄について記述していた。
最も多かった回答は 2018 年調査と同様に、共同研
究の契機や研究の進展といった「研究上の利点（54
名）」であり、次いで「研究・データ・研究者のビ
ジビリティ向上（41名）」、「科学・分野の進展（27

図表 6　データの整備や公開に関する資源の充足度（n=1,188）

図表 7　データを公開する場合の懸念の強さ（n=1,188）
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名）」であった。研究者が重視している引用を挙げた
回答者は 2名にとどまったが、データを公開してい
る論文は引用が増加することを示す複数の研究があ
る6）。また、データ自体の引用が将来的に研究業績と
して評価され、研究費の獲得につながることも期待
されている7）。

5. 	データマネジメントプラン（DMP）の作
成状況

　国立研究開発法人科学技術振興機構（JST）を始
め、複数の助成機関がDMPの作成を求めるように
なったことを契機として、2018年調査からDMP
の作成状況についての質問も取り入れた。その結果、
2020年調査ではDMPの作成経験を有する回答者
は 20.8%であり、2018年調査から 2.1 ポイント増

加していた。また、「わからない」を選択した回答者は
8.9%であり、3.7 ポイント増加していた（図表 9）。
　DMP作成の目的・要求元として例示した機関等
のうち選択率が最も高かった回答は「科学技術振興
機構（JST）（35.6%）」、2位は「所属機関のDMP」
（33.3%）、3位は「個人や研究グループのDMP
（30.3%）」であった（図表 10）。助成機関に着目す
ると、JST は 9.5 ポイント、国立研究開発法人日本
医療研究開発機構（AMED）は 6.7 ポイント、国立
研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構
（NEDO）は 4.2 ポイント増加していた。DMPを作
成した理由の 1位は「助成機関が要求しているから
（n=351，51.5%）」であり、作成していない理由で選
択率の 1位は「DMPを知らなかったから（n=891，
52.0%）」であった。DMPの作成経験を有する研究
者の比率や認知度はそれほど高くないものの、助成機
関の要求により作成する研究者が少しずつ増加して
いると考えられる。

6. 	研究データ管理（RDM）の支援
　RDM、すなわちデータの整備や公開、保存プロセ
スを図書館員やデータキュレーターに依頼したいか
どうかを尋ねた結果、依頼したいと考えている回答者
は 41.1%であった（図表 11）。

図表 8　データ公開のインセンティブの重要性（n=1,180）

図表 9　DMP 作成経験の経年変化（2018/2020 年）

図表 10　作成経験があるDMP
（複数回答：2018/2020 年）

図表 11　研究データ管理の依頼意思（n=1,188）
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　依頼したい項目を複数選択方式で尋ねた結果、最
も選択率が高かったのは「適切なデータ形式への変
換（84.6%）」であった（図表 12）。2016/2018 年
調査では、これらのプロセスのうち専門性が必要で
あると考えられる項目を複数選択方式で尋ねた。そ
の結果、2016/2018 年調査ともに 1位は「適切な
データ形式への変換」、2位は「データを再利用しや
すいように整える」であり、選択率が低かったのは 7
位「機関リポジトリによるデータ公開」、6位「デー
タを異分野の研究者に紹介する」であった。つまり、
回答者の多くが依頼したいと考えているのは、比較
的専門性が高いと認識されているプロセスであるこ
とがわかった。

7. 	おわりに
　日本の研究者によるデータ公開は、学術雑誌のポリ
シーに応じる形で論文の補足資料を中心に実践され
ているものの、分野による差があり、論文のOA率
ほど増加していないことが明らかになった。データ公
開の課題として、まず、人材、時間、資金の不足感が
強かった。また、データ公開に対する懸念も依然とし
て強く、特にデータを公開した場合に引用せずに利用
される可能性を問題視している一方で、データ公開の
インセンティブとして、データに紐づいた論文やデー
タそのものの引用が重視されていた。データの管理や
公開に関わるDMPは助成機関による要求により、作
成経験を有する研究者がわずかながら増えていた。ま
た、回答者の 40%以上は研究データ管理の支援を依
頼したいと考えていることがわかった。本調査の結果
が、学術機関、出版社、学協会、政策担当者、助成機
関といったステークホルダーによる議論に資するこ
とを期待している。
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図表 12　依頼したい項目（n=488：複数回答）

https://www8.cao.go.jp/cstp/kihonkeikaku/index6.html
https://doi.org/10.15108/rm316
https://doi.org/10.15108/rm268
https://doi.org/10.15108/rm289
https://doi.org/10.5334/dsj-2021-031
https://doi.org/10.1371/journal.pone.0230416
https://doi.org/10.11501/11546850



